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インボイス制度開始！ 第 2回 買手側のポイント 

 

   

 

 

 インボイス制度（適格請求書等保存方式）がいよいよ10月1日から開始されます。インボイス制度開始にあた

り、再確認するポイントについて、「売手」側と「買手」側に分け、全 2 回にわたって解説しています。今回の第 2

回目では、買手側におけるポイントについて解説します。 

■インボイス及び帳簿の保存が仕入税額控除の要件 
 消費税の納税額は、売上に係る消費税から仕入に係る消費税を控除すること（仕入税額控除）で計算されま

す。インボイス制度が開始されると、買手が仕入税額控除を受けるには、原則、インボイス発行事業者から交

付を受けたインボイス（適格請求書）及び帳簿の保存が必要となります。 

インボイス制度開始前においては、「３万円未満の課税仕入れ」及び「請求書等の交付を受けなかったことに

つきやむを得ない理由があるとき」は、法定事項が記載された帳簿の保存のみで仕入税額控除が認められて

いますが、インボイス制度が開始されると、これらの規定は廃止されることになります。 

■帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められる場合 
 仕入税額控除を受けるためには、インボイスの保存が必要になりますが、インボイスの交付を受けることが困

難な一定の取引については、帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められます。具体的に以下の９つです。 

① インボイスの交付義務が免除される３万円未満の公共交通機関による旅客の運送（公共交通機関特例） 

② 簡易インボイスの記載事項（取引年月日を除く）が記載されている入場券等が使用の際に回収される取引  

③ 古物営業を営む者の適格請求書発行事業者でない者からの古物の購入  

④ 質屋を営む者の適格請求書発行事業者でない者からの質物の取得  

⑤ 宅地建物取引業を営む者の適格請求書発行事業者でない者からの建物の購入  

⑥ 適格請求書発行事業者でない者からの再生資源又は再生部品の購入  

⑦ 適格請求書の交付義務が免除される３万円未満の自動販売機及び自動サービス機からの商品の購入等  

⑧ 適格請求書の交付義務が免除される郵便切手類のみを対価とする郵便・貨物サービス（郵便ポストにより

差し出されたものに限る）  

⑨ 従業員等に支給する通常必要と認められる出張旅費等（出張旅費特例） 

 帳簿には通常必要な記載事項である次の４項目に加えて、以下のイ、ロの２つの記載が必要となります。 

【通常の記載事項】①課税仕入れの相手方の氏名または名称、②課税仕入れを行った年月日、③課税仕入れ

に係る取引内容（軽減税率の対象品目である場合には、その旨）、④課税仕入れに係る支払対価の額 

イ）帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められるいずれかの仕入れに該当する旨  

  例：公共交通機関特例に該当する場合、「３万円未満の鉄道料金」 「公共交通機関特例」など 

ロ）仕入れの相手方の住所又は所在地 

  例：３万円未満の自販機特例に該当する場合、「〇〇市 自販機」、「××銀行□□支店 ATM」など 

■受領したインボイスの適正性の確認 
 事業者は、受領したインボイスの登録番号が有効かどうか、適正性を確認する必要があります。ただし、全て

の取引の都度、確認が必要となるものではありません。例えば、継続的に取引のある場合は都度の確認はし

ないが、新規取引やスポット取引の相手先はその都度確認を行うなど、取引先の規模や関係性、取引の継続

性などを踏まえ、事業者において確認の頻度等を判断していくことになります。 

■免税事業者等からの課税仕入れの経過措置 
インボイス制度の導入後は、免税事業者や消費者などインボイス発行事業者以外の者から行った課税仕入

れについては、原則、仕入税額控除ができなくなります。ただし、制度導入後６年間は、仕入税額相当額の一

定割合を仕入税額として控除できる経過措置が設けられています。経過措置の適用にあたっては、区分記載

請求書等保存方式の記載事項に加え、例えば、「80％控除対象」など、経過措置の適用を受ける課税仕入れ

である旨の記載が必要となります。 

経過措置期間 控除割合 

令和 5年 10月 1日～令和 08年 9月 30日 仕入税額相当額の 80％ 

令和 8年 10月 1日～令和 11年 9月 30日 仕入税額相当額の 50％ 



 

 

  インボイス制度が始まる前の区分記載請求書等保存方式の下では、仕入先から交付された請求書等に

「軽減税率の対象品目である旨」や「税率ごとに区分して合計した税込対価の額」の記載がないときは、事

業者は、これらの項目に限って、追記することができました。しかし、インボイス制度の下では、不備な事

項があったとしても、追記はできなくなります。 

 

 

  出張旅費や宿泊費、日当等の支給においては、その旅行に「通常必要と認められる金額」が、帳簿のみ

記載で認められる出張旅費特例の対象となります。「通常必要と認められる金額」とは、所得税において

規定される非課税旅費の範囲に基づくことになります。出張旅費については、主に「実費精算」と「一定額

の支給」の支払方法がありますが、いずれの方法でも出張旅費特例の対象となります。 

通勤手当に関しても、通勤に「通常必要と認められる金額」が特例の対象となります。「通常必要と認め

られる金額」については、所得税における非課税金額（電車バスの交通機関を使う場合、1 か月当たり 15

万が限度）を超えていても問題ないとされています。 

 

 

  基準期間（法人の場合は前々事業年度）の課税売上高が1億円以下又は特定期間（法人の場合は前事

業年度の開始の日以後６月の期間）の課税売上高が 5,000 万円以下である事業者は、少額（税込１万円

未満）の課税仕入れについて、一定の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入税額控除が認められます。 

適用対象期間は令和 5年 10月 1日から令和 11年 9月 30日までの期間となります。１万円未満かどう

かの判定は、一回の取引の課税仕入れに係る金額（税込み）で行い、課税仕入れの一商品ごとの金額に

より判定するものではありません。 
 

 

  事前にインボイス発行事業者の登録を受ける旨が確認できたときは、受領した登録番号のない請求書

等に記載された金額を基礎として、仕入税額控除を行うことができます。この場合、事後的に交付されたイ

ンボイスや登録番号のお知らせを保存することが必要になります。なおその課税期間に保存できなかった

場合でも、翌課税期間において保存できる場合は、仕入税額控除を調整することも認められています。 

事後的に交付されない場合には、免税事業者等からの課税仕入れの経過措置により当初３年間は、

80％控除、その後の３年間は 50％控除の適用となります。 

  

 

  インボイス発行事業者以外の者からの課税仕入れの経過措置では、当初３年間は、課税仕入れに係る

消費税相当額の 80％について仕入税額控除の適用を受けることができます。 

税抜経理方式の場合の経理処理ですが、一般的には、課税仕入れに係る支払対価の額のうち消費税

相当額の 80％を仮払消費税等とし、残額の 20％は本来の該当科目に上乗せして経理処理を行うことにな

ります。 

例えば、交際費に該当する取引で経過措置の適用を受ける場合は、消費税相当額の 80％を控除対象

として「仮払消費税等」として計上し、残額の 20％部分は、「交際費」として計上することになります。また、

固定資産の取得の取引については、控除対象とならない 20％部分の金額は、「固定資産の取得価額」と

して計上することになります。 

 

 

 

 

 

 

アクタスウェビナー 

動画配信はこちら 
ア ク タ ス 税 理 士 法 人 

アクタスマネジメントサービス㈱ 

【赤坂事務所】  東京都港区赤坂四丁目2番6号                  TEL：03-3224-8888  FAX：03-5575-3331 

【立川事務所】  東京都立川市曙町2-34-13 オリンピック第3ビル5F    TEL：042-548-8001  FAX：042-548-8002 

【大阪事務所】  大阪市西区江戸堀1-9-1 肥後橋センタービル7F     TEL：06-6449-8682  FAX：06-6449-8683 

【長野事務所】  長野県飯田市松尾上溝2700-1 MATOIビル2F       TEL：0265-59-8070  FAX : 0265-59-8077 

【 URL 】 https://www.actus.co.jp    【 MAIL 】 info@actus.co.jp  

Ｑ2．帳簿の記載のみが認められる出張旅費特例について具体的に教えてください。 

 

 

Ｑ3．少額特例という帳簿のみの保存が可能となる制度もあると聞きましたが、具体的に教えてください。 

りますか？ 

Ｑ１．受領したインボイスの記載事項に不備があった場合は、手書きで追記してもいいですか？ 

Ｑ5．免税事業者からの課税仕入れの経過措置を使うと、経理処理はどのようになるのでしょうか？ 

Ｑ4．売手から登録番号のお知らせが届かないけど、仕入税額控除をしてよいのでしょうか？ 
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